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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第48期

第２四半期

連結累計期間

第49期

第２四半期

連結累計期間

第48期

第２四半期

連結会計期間

第49期

第２四半期

連結会計期間

第48期

会計期間
自　平成21年７月１日

至　平成21年12月31日

自　平成22年７月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年７月１日

至　平成22年６月30日

売上高 （千円） 4,505,8494,615,9892,467,4372,257,4629,371,712

経常利益 （千円） 392,729309,068244,550124,533762,790

四半期（当期）純利益 （千円） 242,909184,891144,120 84,861 446,044

純資産額 （千円） － － 6,118,6056,412,6616,362,296

総資産額 （千円） － － 10,041,34510,266,27310,592,337

１株当たり純資産額 （円） － － 2,418.902,535.152,515.24

１株当たり四半期
（当期）純利益

（円） 96.03 73.09 56.98 33.55 176.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 60.9 62.5 60.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 545,993193,782 － － 1,147,561

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △8,761△138,729 － － 44,585

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △440,242△175,426 － － △603,914

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 3,234,7633,611,2063,760,919

従業員数 （名） － － 284 286 275

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社についても異動ありません。

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間に以下の会社が、新たに提出会社の関係会社となりました。

　

名称 住所
資本金

又は出資金
主要な事業の内容

議決権の所有割合

(％)
関係内容

  (非連結子会社)

三之知通用零部件(蘇州)

有限公司

中国江蘇省蘇州市
(千米ドル)

1,000

自動車部品、自

動車用カスタム

ファスナーの製

造、販売

100.0
役員の兼任４名

当社製品の製造、販売

(注) １　特定子会社に該当しております。

２　資本金は、登録資本2,700千米ドルに対しての払込済資本金であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 286 (224)

(注) 　従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含んでおります。）であり、（）内に臨時従業員として、パートタイマー、アルバイト及び派遣社員

の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 68 (13)

(注) 　従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。）であり、

（）内に臨時従業員として、パートタイマー、アルバイト及び派遣社員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員

を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　生産高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 1,857,580 －

米国 111,940 －

タイ 434,772 －

合計 2,404,293 －

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(千円) 前年同四半期比(％) 　受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 1,857,954 － 553,755 －

米国 115,166 － 39,437 －

タイ 431,843 － 125,985 －

合計 2,404,964 － 719,178 －

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 1,791,694 －

米国 114,376 －

タイ 351,391 －

合計 2,257,462 －

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

シロキ工業株式会社 1,065,247 43.2 958,787 42.5

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、または前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による緊急経済対策等の政策効果や新興国の経済発展に

伴う輸出の回復から一部に景気回復の兆しが見え、米国経済の先行きに対する悲観的な見方が大きく後退したもの

の、依然として厳しい雇用情勢や個人消費の低迷などが続いていることに加え、ソブリンリスクが払拭されない欧州

経済や円高の定着等により、先行きが不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主要得意先であります自動車部品業界におきましては、政府主導による景気対策としての自動車

減税や自動車購入補助金等の施策が功を奏し、ハイブリット車などの環境対策車を中心として生産・販売が回復して

まいりましたが、自動車購入補助金政策の９月末終了に伴う駆け込み需要の反動により10月以降の販売が減少するな

ど、依然として厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境の中、当社グループではグローバル化の推進として、タイにおける新規受注の拡大及び米国に

おける現地生産拡大を目指し取り組んでまいりました。更に、自動車販売台数において急激な伸びを見せる中国にお

いて競争力強化を図るため、江蘇省蘇州市に生産販売拠点として、三之知通用零部件(蘇州)有限公司(非連結子会社)

を設立いたしました。

この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高につきましては、自動車購入補助金政策の９

月末終了に伴う駆け込み需要の反動により、売上高は22億57百万円（前年同期比8.5％減）となりました。一方利益面

につきましては、当社グループの主要な原材料であります鋼材の価格上昇による原材料費の増加及び諸経費の増加等

により、営業利益は１億29百万円（前年同期比43.2％減）となりました。また、経常利益は１億24百万円（前年同期比

49.1％減）、四半期純利益は84百万円（前年同期比41.1％減）となりました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①日本

日系完成車メーカーの生産台数減少等に伴い、売上高は19億26百万円となりました。営業利益は、主要な原材料

であります鋼材の価格上昇による原材料費の増加等により、72百万円となりました。

②米国

主要得意先からの受注が減少したことに伴い、売上高は１億14百万円となりました。営業利益は、現地調達化体

制の拡充に伴う人員の増加及び機械設備投資による減価償却費の増加等により、１百万円となりました。

③タイ

自動車部品メーカーの現地調達化の進展に伴う受注の増加等により、売上高は３億76百万円となりました。営業

利益は、受注増加に伴う派遣料の増加及び機械設備投資による減価償却費の増加等により、27百万円となりまし

た。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、36億11百万円となりまし

た。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益１億25百万円、減価償却費93百万円、売上債権

の減少額37百万円等による資金増があり、一方で仕入債務の減少額46百万円、賞与引当金の減少額43百万円及び法

人税等の支払額41百万円等による資金減により、１億６百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の売却による収入１百万円等による資金増があり、一方で固定

資産の取得による支出51百万円及び関係会社出資金の払込による支出83百万円等による資金減により、１億11百万

円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少額９億円、ファイナンス・リース債務の返済による支

出29百万円及び長期借入金の返済による支出25百万円等による資金減により、９億59百万円の支出となりました。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は4,746千円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、重要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 2,652,020 2,652,020
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 2,652,020 2,652,020 － －
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況は、次のとおりであります。

（平成16年６月21日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在

(平成22年12月31日)

新株予約権の数（個） 3,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,225

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成25年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　1,225

資本組入額　　  613

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他処分は認めない

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、この調整は新株予約権のうち当該時点で権利を行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整するものとし、調整

により生ずる１円未満は切り上げるものとします。

調整後１株当

たり払込金額
＝

調整前１株当たり

払込金額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権行使による場合を除く。）を

行うときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

調整後
１株当たり
払込金額

＝
調整前
１株当たり
払込金額

×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

前記算出において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

３  新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は権利行使時において当社の取締役

もしくは監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了を理由に退任した場合、その他正当な理由が

あると当社取締役会が承認した場合はこの限りでない。

②新株予約権の相続は認めない。

③その他条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づいて、当社と新株予約権者との間で締

結する契約に定めるものとする。

４  平成19年３月１日付の株式分割（１株を20株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株

予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額」が調整されております。
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（平成18年１月23日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在

(平成22年12月31日)

新株予約権の数（個） 2,510

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,735

新株予約権の行使期間
平成20年２月１日から

平成27年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　1,735

資本組入額　　  868

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他処分は認めない

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、この調整は新株予約権のうち当該時点で権利を行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整するものとし、調整

により生ずる１円未満は切り上げるものとします。

調整後１株当

たり払込金額
＝

調整前１株当たり

払込金額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権行使による場合を除く。）を

行うときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

調整後
１株当たり
払込金額

＝
調整前
１株当たり
払込金額

×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

前記算出において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

３  新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は権利行使時において当社の取締役

もしくは従業員または当社子会社の取締役もしくは従業員であることを要する。ただし、当社ならびに当社

子会社の取締役を退任した場合、または当社ならびに当社子会社を定年を理由に退職した場合、または当社

子会社へ転籍に基づき退任・退職した場合、その他正当な理由があると当社取締役会が承認した場合はこ

の限りでない。

②新株予約権の相続は認めない。

③その他条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づいて、当社と新株予約権者との間で締

結する契約に定めるものとする。

４  平成19年３月１日付の株式分割（１株を20株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株

予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額」が調整されております。なお、「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退

職により権利を喪失した付与者に係る新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年12月31日 － 2,652,020 － 405,900 － 602,927

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

野田　純一 愛知県瀬戸市 440 16.59

名古屋市中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 400 15.08

シロキ工業株式会社 神奈川県藤沢市桐原町２番地 200 7.54

村瀬　昭三 三重県松阪市 72 2.71

村瀬　智子 三重県松阪市 70 2.63

三ツ知社員持株会 名古屋市守山区藪田町510番地 64 2.43

村瀬　修 愛知県瀬戸市 60 2.28

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 58 2.19

田中　訓江 東京都品川区 57 2.15

中川　紀代枝 東京都品川区 53 2.01

計 ― 1,476 55.65

(注)　上記のほか当社所有の自己株式122千株(4.61％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－ －  普通株式 122,500

　 　

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,527,300 25,273 －

単元未満株式 普通株式 2,220 － －

発行済株式総数 2,652,020 － －

総株主の議決権 　 － 25,273 －

(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

（自己保有株式）
名古屋市守山区藪田町510番地 122,500 － 122,500 4.6

株式会社三ツ知

計 － 122,500 － 122,500 4.6

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,204 1,050 895 898 936 1,000

最低(円) 1,100 855 856 860 868 921

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年

10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1)　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
三之知通用零部件(蘇州)有限公司
総経理

取締役 海外営業部長 山西　栄次 平成23年２月１日

取締役 営業部長兼海外営業部長 取締役 営業部長 高木　隆一 平成23年２月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会

計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年７月１日から平成

22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,679,041 3,895,156

受取手形及び売掛金 ※５
 2,120,543 2,290,875

たな卸資産 ※１
 830,914

※１
 816,998

その他 225,837 195,028

貸倒引当金 △244 △240

流動資産合計 6,856,092 7,197,817

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※２
 660,921

※２
 696,126

機械装置及び運搬具（純額） ※２
 548,736

※２
 569,909

土地 1,322,140 1,328,333

リース資産（純額） ※２
 173,113

※２
 220,209

建設仮勘定 5,586 52,856

その他（純額） ※２
 116,733

※２
 79,091

有形固定資産合計 2,827,231 2,946,526

無形固定資産 45,402 41,842

投資その他の資産

投資有価証券 157,699 136,834

その他 401,958 291,324

貸倒引当金 △22,110 △22,010

投資その他の資産合計 537,547 406,149

固定資産合計 3,410,181 3,394,519

資産合計 10,266,273 10,592,337
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※５
 1,631,070 1,752,307

短期借入金 ※３
 696,756

※３
 387,456

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

リース債務 102,334 136,036

未払法人税等 96,538 204,467

賞与引当金 29,600 29,400

役員賞与引当金 5,460 12,880

その他 240,437 301,146

流動負債合計 3,002,196 3,023,693

固定負債

社債 300,000 300,000

長期借入金 186,150 524,528

リース債務 182,121 215,929

退職給付引当金 9,426 8,294

役員退職慰労引当金 101,857 100,093

その他 71,860 57,501

固定負債合計 851,415 1,206,347

負債合計 3,853,611 4,230,040

純資産の部

株主資本

資本金 405,900 405,900

資本剰余金 602,927 602,927

利益剰余金 5,740,039 5,618,385

自己株式 △135,948 △135,948

株主資本合計 6,612,919 6,491,266

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,469 △8,789

為替換算調整勘定 △204,727 △120,179

評価・換算差額等合計 △200,257 △128,969

純資産合計 6,412,661 6,362,296

負債純資産合計 10,266,273 10,592,337
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 4,505,849 4,615,989

売上原価 3,553,486 3,706,110

売上総利益 952,362 909,879

販売費及び一般管理費 ※１
 561,176

※１
 581,836

営業利益 391,185 328,042

営業外収益

受取利息 3,500 1,942

受取配当金 1,038 1,247

保険解約返戻金 15,428 1,629

その他 20,716 12,450

営業外収益合計 40,683 17,269

営業外費用

支払利息 23,956 19,046

為替差損 10,699 15,334

その他 4,483 1,861

営業外費用合計 39,140 36,243

経常利益 392,729 309,068

特別利益

固定資産売却益 6,948 1,299

特別利益合計 6,948 1,299

特別損失

固定資産売却損 26 32

固定資産除却損 2,055 642

投資有価証券評価損 － 4,231

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,476

特別損失合計 2,082 8,383

税金等調整前四半期純利益 397,595 301,984

法人税、住民税及び事業税 113,452 115,413

法人税等調整額 41,233 1,679

法人税等合計 154,686 117,093

少数株主損益調整前四半期純利益 － 184,891

四半期純利益 242,909 184,891

EDINET提出書類

株式会社三ツ知(E02491)

四半期報告書

16/32



【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,467,437 2,257,462

売上原価 1,949,101 1,831,908

売上総利益 518,335 425,554

販売費及び一般管理費 ※１
 290,937

※１
 296,309

営業利益 227,398 129,245

営業外収益

受取利息 1,571 934

受取配当金 933 914

為替差益 285 －

保険解約返戻金 15,427 167

受取賃貸料 － 1,659

その他 13,885 3,203

営業外収益合計 32,102 6,881

営業外費用

支払利息 11,596 9,236

為替差損 － 1,626

その他 3,353 729

営業外費用合計 14,950 11,592

経常利益 244,550 124,533

特別利益

固定資産売却益 1,233 1,286

投資有価証券評価損戻入益 3,800 －

特別利益合計 5,033 1,286

特別損失

固定資産売却損 － 32

固定資産除却損 2,008 335

特別損失合計 2,008 368

税金等調整前四半期純利益 247,575 125,451

法人税、住民税及び事業税 76,987 27,337

法人税等調整額 26,467 13,251

法人税等合計 103,454 40,589

少数株主損益調整前四半期純利益 － 84,861

四半期純利益 144,120 84,861
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 397,595 301,984

減価償却費 214,756 187,496

貸倒引当金の増減額（△は減少） 342 103

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,000 200

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8,760 △7,420

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △50,436 1,763

受取利息及び受取配当金 △4,538 △3,190

保険解約損益（△は益） △15,428 △1,629

支払利息 23,956 19,046

固定資産売却損益（△は益） △6,921 △1,266

固定資産除却損 2,055 642

売上債権の増減額（△は増加） △775,412 151,695

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,798 △32,629

未収入金の増減額（△は増加） △7,004 △6,737

仕入債務の増減額（△は減少） 597,753 △104,495

未払金の増減額（△は減少） 44,477 △23,597

未払費用の増減額（△は減少） 9,472 1,276

その他 7,550 △38,205

小計 493,777 445,038

利息及び配当金の受取額 3,786 2,679

利息の支払額 △23,774 △18,978

法人税等の支払額 △30,507 △235,156

法人税等の還付額 102,712 199

営業活動によるキャッシュ・フロー 545,993 193,782

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △86,131 △49,116

定期預金の払戻による収入 100,985 114,248

固定資産の取得による支出 △64,395 △83,644

固定資産の売却による収入 9,721 4,439

投資有価証券の取得による支出 △2,376 △2,768

関係会社出資金の払込による支出 － △83,730

その他 33,435 △38,158

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,761 △138,729

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △280,000 20,000

長期借入金の返済による支出 △46,332 △49,078

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △101,209 △83,250

配当金の支払額 △12,701 △63,097

財務活動によるキャッシュ・フロー △440,242 △175,426

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22,800 △29,339

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 74,189 △149,713

現金及び現金同等物の期首残高 3,160,574 3,760,919

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,234,763

※１
 3,611,206
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　

　

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。
　
　

　

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に
より、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取賃貸料」は、営業外収益
総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第２
四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は1,659千円であります。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適
用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年12月31日)

前連結会計年度末

(平成22年６月30日)

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

    商品及び製品 345,670千円

    仕掛品 175,427千円

    原材料及び貯蔵品 309,816千円

 

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

    商品及び製品 352,348千円

    仕掛品 151,610千円

    原材料及び貯蔵品 313,038千円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は2,384,095千円

となっております。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は2,325,088千円

となっております。

※３　当座貸越契約

当社及び連結子会社（株式会社三ツ知部品工業、
株式会社三ツ知製作所、Mitsuchi Corporation of
America）においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約を締結しております。 

当第２四半期連結会計期間末における当座貸越
契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行
残高は次のとおりであります。

    当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

1,881,490千円

    実行残高 120,000千円

    差引額 1,761,490千円

 

※３　当座貸越契約

当社及び連結子会社（株式会社三ツ知部品工業、
株式会社三ツ知製作所、Mitsuchi Corporation of
America）においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約を締結しております。 

当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入金未実行残高は次の
とおりであります。

    当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

1,888,480千円

    実行残高 100,000千円

    差引額 1,788,480千円

 

────────── ４　受取手形裏書譲渡高 1,207千円

　

※５　第２四半期連結会計期間末日満期手形

第２四半期連結会計期間末日満期手形の会計処
理については、満期日に決済が行われたものとして
処理をしております。なお、当第２四半期連結会計
期間末日が金融機関の休日であったため、次の第２
四半期連結会計期間末日満期手形を満期日に決済
が行われたものとして処理しております。

    受取手形 18,193千円

    支払手形 270,043千円

──────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

    役員報酬 64,002千円

    給与手当及び賞与 146,874千円

    賞与引当金繰入額 13,300千円

    役員賞与引当金繰入額 10,740千円

    退職給付費用 5,855千円

    役員退職慰労引当金繰入額 3,463千円

    運搬費 87,878千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

    役員報酬 65,640千円

    給与手当及び賞与 170,433千円

    賞与引当金繰入額 12,900千円

    役員賞与引当金繰入額 5,460千円

    退職給付費用 4,599千円

    役員退職慰労引当金繰入額 3,063千円

    運搬費 87,076千円
　 　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

    役員報酬 28,365千円

    給与手当及び賞与 78,334千円

    賞与引当金繰入額 13,300千円

    役員賞与引当金繰入額 8,340千円

    退職給付費用 2,301千円

    役員退職慰労引当金繰入額 1,496千円

    運搬費 46,756千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

    役員報酬 35,985千円

    給与手当及び賞与 78,559千円

    賞与引当金繰入額 12,900千円

    役員賞与引当金繰入額 2,730千円

    退職給付費用 3,726千円

    役員退職慰労引当金繰入額 1,567千円

    運搬費 41,207千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

（平成21年12月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

（平成22年12月31日現在）

(千円)

現金及び預金 3,437,319

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△202,556

現金及び現金同等物 3,234,763

 

(千円)

現金及び預金 3,679,041

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△67,835

現金及び現金同等物 3,611,206
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年

12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

  普通株式(株) 2,652,020

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

  普通株式(株) 122,520

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年９月22日
　定時株主総会

普通株式 63,237 25平成22年６月30日平成22年９月24日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月31日
　　取締役会

普通株式 50,590 20平成22年12月31日平成23年３月11日利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

当社グループの営む事業は、同一設備を使用したカスタムファスナーの製造であり単一の事業であるので、事業の

種類別セグメント情報の記載は省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

当社グループの営む事業は、同一設備を使用したカスタムファスナーの製造であり単一の事業であるので、事業の

種類別セグメント情報の記載は省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
日本

(千円)

北米

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

2,048,116167,139252,1812,467,437 － 2,467,437

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

196,083 － 39,965236,049(236,049) －

計 2,244,199167,139292,1472,703,486(236,049)2,467,437

営業利益 157,39211,129 45,548214,06913,328227,398

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米・・・・・・米国

(2) アジア・・・・・タイ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　
日本

(千円)

北米

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

3,752,281295,854457,7134,505,849 － 4,505,849

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

349,433 － 68,063417,496(417,496) －

計 4,101,714295,854525,7764,923,345(417,496)4,505,849

営業利益 263,00714,533 80,664358,20532,980391,185

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米・・・・・・米国

(2) アジア・・・・・タイ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　

　 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 167,139 252,181 419,320

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 2,467,437

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

6.8 10.2 17.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米・・・・・・米国

(2) アジア・・・・・タイ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　

　 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 295,854 457,713 753,567

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 4,505,849

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

6.6 10.2 16.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米・・・・・・米国

(2) アジア・・・・・タイ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、自動車用部品の製造・販売を主な事業としている専門メーカーであり、国内においては当社が、海外

においては米国、タイの各現地法人がそれぞれ製造・販売しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、

取り扱う製品について、各地域毎に事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「米

国」、「タイ」の３つを報告セグメントとしております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　 日本 米国 タイ 合計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,691,394227,617696,9774,615,989

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

256,071 － 52,966309,038

計 3,947,466227,617749,9434,925,027

セグメント利益 199,144 3,768 90,058292,970

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　 日本 米国 タイ 合計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,791,694114,376351,3912,257,462

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

134,914 － 25,005159,919

計 1,926,608114,376376,3972,417,382

セグメント利益 72,090 1,721 27,152100,964

　

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円)

利益 金額

  報告セグメント計 292,970

  セグメント間取引消去 35,071

四半期連結損益計算書の営業利益 328,042

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円)

利益 金額
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  報告セグメント計 100,964

  セグメント間取引消去 28,280

四半期連結損益計算書の営業利益 129,245

　
(追加情報)

第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日)

を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年６月30日)

　

１株当たり純資産額 2,535.15円

　

　

１株当たり純資産額 2,515.24円

　
　 　

　

２  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 96.03円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

－円

　

　

１株当たり四半期純利益 73.09円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

－円

　
　 　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため

記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 242,909 184,891

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 242,909 184,891

普通株式の期中平均株式数（株） 2,529,500 2,529,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

－ －
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 56.98円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

－円

　

　

１株当たり四半期純利益 33.55円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

－円

　
　 　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため

記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 144,120 84,861

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 144,120 84,861

普通株式の期中平均株式数（株） 2,529,500 2,529,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第49期（平成22年７月１日から平成23年６月30日まで）中間配当については、平成23年１月31日開催の取締役

会において、平成22年12月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う事を決議い

たしました。

①　配当金の総額 50,590千円

②　１株当たりの金額 20円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年３月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月２日

株式会社三ツ知

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    松    井    夏    樹    印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    鈴    木    晴    久    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三ツ知の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三ツ知及び連結子会社の平成21年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月８日

株式会社三ツ知

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    服　　部　　則　  夫    印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    鈴    木    晴    久    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三ツ知の平成22年７月１日から平成23年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年７月１日から平成22年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三ツ知及び連結子会社の平成22年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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